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• 環境問題の観点から環境負荷の小さい発電方法が望

まれている。

• 再生可能エネルギーの導入について自治体が設置を

推進している。

• 日本には広大な排他的経済水域・沿岸部・北海道の

ような風力発電好適地があり再生可能で豊富な流体

エネルギーが利用できる環境がある。

開発の背景



3

1940年11月7日
米国シアトル郊外
タコマ橋が落橋

流体関連振動（風速19m/s）により崩落した
橋梁として著名な事例です

この事故で流体関連振動の存在と
エネルギーの大きさが知れ渡る

※事例の流体関連振動を簡易に模擬したシミュレーション

流体エネルギーの凄まじさ

“危険な現象だが流体のエネルギーは凄まじい”

“この流体関連振動を用いて発電をする”
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渦励振とは
𝐃𝐃：代表長さ

𝑼𝑼：流速

𝝂𝝂：動粘度

𝒇𝒇𝒌𝒌：カルマン渦発生周波数

流体関連振動

う ず れ い し ん

𝑹𝑹𝑹𝑹 =
𝑫𝑫𝑼𝑼
𝝂𝝂

𝑺𝑺𝑺𝑺 =
𝒇𝒇𝒌𝒌𝑫𝑫
𝑼𝑼

流体関連振動の一種

レイノルズ数： ストローハル数：

カルマン渦発生周波数と構造の固有振動数の関係から

渦励振が生じることが知られている。

（𝑹𝑹𝑹𝑹の広い範囲・円断面で 𝑺𝑺𝑺𝑺 = 𝟎𝟎.𝟏𝟏𝟏𝟏~𝟎𝟎.𝟐𝟐𝟎𝟎でカルマン渦が発生する）



5

k c

m

振動発電 渦励振発電

回転機構がない発電方法として注目されている
渦励振の弾性エネルギーで逆磁歪材料・コイルや永久磁石・圧電素子を用いて発電する

先行例では10mほどのサイズで1kW前後のタイプが開発されている

k c

m

カルマン渦

渦励振発電装置
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周速度が小さく低騒音（受風部が同じ長さで同じ運転周波数なら）

回転機構がないためメンテナンスコスト低

断面が円形なら風向依存性低

シャドウフリッカーが生じる範囲（水色部分）少ない（高さが同じなら）

※渦励振発電装置のイメージ及び回転周速度の比較の模式図と発電装置から落ちる影の模式図

渦励振発電装置のメリット

水平軸型風車 垂直軸風車 渦励振発電装置

太陽光パネルは設置不可
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風力発電を検討したが

回転機構（発電機構タービンやヨー回転制御）由来の

メンテナンスコストや環境負荷で利用できなかった地域の電源など

ヨー回転

タービンの回転

水平軸式風力発電装置

渦励振発電装置が解決する課題

垂直軸式風力発電装置

タービンの回転

渦励振発電装置

梁構造の弾性振動
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低流速（弱風）での発電に課題がある

渦励振が起きる範囲＝発電可能流速範囲

（渦励振が起きる範囲は決して広くない）

タービンを有するものに比して発電量小＆電源として不安定

発電可能領域（低流速域）の拡大が期待されている

（トータルでの発電量増大と安定性向上のため）

渦励振発電装置の課題
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渦励振を用いた発電方法はすでに存在している

発電機構を兼ねた永久磁石による自動風速適合機構が利用されている

磁力で見かけ剛性を変化させる機構

競合の渦励振発電装置の原理と機構

※簡略化したイメージ図です

磁
石 磁

石

磁
石

磁
石

磁
石

磁
石

磁
石

磁
石

風速大

振幅小
磁石間距離大

磁
石

振幅大
磁石間距離小

磁
石

磁
石

風速小
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弦楽器の調律

音を高めるには張力を与える

音を低くするには張力を減らす

“固有振動数を荷重で能動的

に調整する作業“

提案する渦励振発電装置の原理と機構

W

※弦の張力（重り）により固有振動数を増減させる

物理の実験の模式図
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コントローラ

アクチュ
エータ 固有振動数 渦励振 発電圧縮軸力

流体 流速センサ

提案する渦励振発電装置の原理と機構

𝒇𝒇𝑺𝑺𝑺𝑺(𝑷𝑷) = 𝒇𝒇𝑺𝑺 𝟏𝟏 −
𝑷𝑷
𝑷𝑷𝒄𝒄𝒄𝒄

𝝆𝝆𝝆𝝆
𝛛𝛛𝟐𝟐𝒘𝒘
𝛛𝛛𝑺𝑺𝟐𝟐

+ 𝑷𝑷
𝛛𝛛𝟐𝟐𝒘𝒘
𝛛𝛛𝒙𝒙𝟐𝟐

+ 𝑬𝑬𝑬𝑬
𝛛𝛛𝟒𝟒𝒘𝒘
𝛛𝛛𝒙𝒙𝟒𝟒

= 𝟎𝟎 

軸力（P）を考慮した梁の曲げ振動の偏微分方程式

圧縮の軸力𝑷𝑷が増大

固有振動数𝒇𝒇𝑺𝑺𝑺𝑺が減少
（構造の振動特性を可変にできる）

コントローラやアクチュエータなど

ワイヤ（赤線）と筐体の

関係はボルトと締結部
材の関係に同じ

トランスデューサ
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給電対象

PC

𝒇𝒇𝒌𝒌 ≅ 𝒇𝒇𝑺𝑺𝑺𝑺

渦励振

P

U

提案する渦励振発電装置の原理と機構

流速センサ トランスデューサ

アクチュエータ ※𝑺𝑺𝑺𝑺 =
𝒇𝒇𝒌𝒌𝑫𝑫
𝑼𝑼
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P

※𝑺𝑺𝑺𝑺 =
𝒇𝒇𝒌𝒌𝑫𝑫
𝑼𝑼

𝑼𝑼 𝒇𝒇𝒌𝒌

𝒇𝒇𝒌𝒌 ≠ 𝒇𝒇𝑺𝑺𝑺𝑺

U

提案する渦励振発電装置の原理と機構
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P

※𝒇𝒇𝑺𝑺𝑺𝑺(𝑷𝑷) = 𝒇𝒇𝑺𝑺 𝟏𝟏 −
𝑷𝑷
𝑷𝑷𝒄𝒄𝒄𝒄

𝑷𝑷 𝒇𝒇𝑺𝑺𝑺𝑺

U

提案する渦励振発電装置の原理と機構
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15

渦励振

P

U

提案する渦励振発電装置の原理と機構

𝒇𝒇𝒌𝒌 ≅ 𝒇𝒇𝑺𝑺𝑺𝑺
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P

U

提案する渦励振発電装置の原理と機構

𝒇𝒇𝒌𝒌 ≠ 𝒇𝒇𝑺𝑺𝑺𝑺

𝑼𝑼 𝒇𝒇𝒌𝒌
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渦励振

P

※𝒇𝒇𝑺𝑺𝑺𝑺(𝑷𝑷) = 𝒇𝒇𝑺𝑺 𝟏𝟏 −
𝑷𝑷
𝑷𝑷𝒄𝒄𝒄𝒄

U

提案する渦励振発電装置の原理と機構

𝑷𝑷 𝒇𝒇𝑺𝑺𝑺𝑺
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渦
励
振
発
電
装
置

回 転 機 構 が な い

低 メ ン テ ナ ン ス コ ス ト

低 騒 音

シ ャ ド ウ フ リ ッ カ ー 少

発電可能流速範囲が広くない

提 案 機 構

シ ン プ ル な 機 構

低 コ ス ト

能 動 的 な 制 御

低 流 速 側 へ 発 電 可 能 領 域 を 拡 大

渦励振発電装置の特徴と提案機構のメリット

提
案
機
構
特
有
の
メ
リ
ッ
ト
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実験と数値計算による検証

実験図

中空の円筒内部にワイヤを張る
先端に針金で作った締結具
で軸力を重しで筐体に与える
打撃加振して固有振動数を測定

治具

振動
計

重り

+ 解析解
ワイヤなどなし

+

ソリッド要素で円筒構造を、ワイヤ
を梁要素でモデリングした

ワイヤに印加した荷重の応力を考
慮したモーダル解析により固有振
動数を求めた

全長 300mm
外径 8mm
内径 5mm

ヤング率 3GPa
密度 1000kg/m^3
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有限要素法

20

実験+FEM+解析解で比較的一致

提案機構により固有振動数が可変であることを確認

１８％減≒発電可能流速範囲を下限に１８％増

ワイヤ荷重により固有振動数を
約１８％減を実験で確認済み 荷重大になるにつれて

固有振動数は０近づく

𝑼𝑼𝒍𝒍𝒍𝒍𝒘𝒘𝑹𝑹𝒄𝒄 ≅
𝒇𝒇𝑺𝑺𝑺𝑺(𝑷𝑷𝒎𝒎𝒎𝒎𝒙𝒙)𝑫𝑫

𝑺𝑺𝑺𝑺
𝑺𝑺𝑺𝑺  ：ストローハル数（概ね一定）

𝑫𝑫   ：代表長さ（直径で一定）

実験と数値計算による検証：結果
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21
右図赤枠の時間を1年間の風速データをもとに累計したもので評価

※簡易化のため用いた仮定群：気象庁 東京（都市）＞江戸川臨海（地点）の風速データを用いた

風速は１時間同じ風速で吹き続ける・風向に関係なく発電できる（円筒断面）・炭素繊維強化複合材料製

𝑫𝑫𝒍𝒍 = 𝟎𝟎.𝟐𝟐𝒎𝒎 , 𝑫𝑫𝒊𝒊 = 𝟎𝟎.𝟏𝟏𝟏𝟏𝒎𝒎・ロックイン現象を周波数差分±5%（ 𝑺𝑺𝑺𝑺 =0.175 を中心に）の範囲で渦励振に簡易化
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簡易的な発電時間シミュレーションの例

※ロックイン現象：2つの周波数が完全に一致していなくても、ある程度接近すると両者が同期して渦励振が起きる現象
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風速データから平均値を求める

仮定、平均値風速とストローハル数からカルマン渦発生周波数を求める

カルマン渦発生周波数と同値の固有振動数を持つ筐体長さを逆算

簡易的な発電時間シミュレーション
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簡易的な発電時間シミュレーション：結果

発電時間 発電時間割合 発電時間 発電時間割合 発電時間

使用年 平均値風速 [m/s] 全長 [m] （提案機構）[min] （提案機構）[%] （機構なし）[min] (機構なし) [%] 上昇幅 [%]

2023 3.9 8.26 48800 9.29 31980 6.09 52.6 
2022 3.4 8.85 56080 10.7 40920 7.79 37.0 
2021 3.5 8.66 48838 9.31 24900 4.74 96.1 
2020 3.6 8.54 52992 10.1 27000 5.13 96.3 
2019 3.7 8.43 52606 10.0 28020 5.33 87.7 
2018 4.1 8.02 51222 9.75 35040 6.67 46.2 
平均 3.7 8.46 51756 9.85 31310 5.96 69.3 

機構により１年のうち約10%発電できる試算が得られた

タービン式（20%）に比して稼働時間割合では劣るが

低騒音や低メンテナンスコストで設置できなかった環境での設置を目指す

機構を使用することで、安定した電源にすることができた

※2022年はDynamics and Design Conference 2024 （9/3）発表資料より、風速データに用いる値の種類が異なる場合や他都市結果も同様
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• 提案機構により渦励振発電装置の発電可能流速範囲を拡大

させ発電量増大や安定性向上が期待できる

• 実験・有限要素解析・解析解と一致するモデルが確認できた

• 大型サイズの数値計算による設計や遺伝的アルゴルズムな

どを用いた最適設計が可能、渦励振を積極的に利用する構

造の創出を最適設計で目指す

結論

【謝辞】
本研究はJSPS科研費JP23K03639の助成を受けたものです
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• 電池交換が難しい箇所（遠洋部や山間部）の電源

EX.人が立ち入れない環境のセンシングIoTデバイスの電源：筐体30cm程度

• 従来の風力発電が環境負荷で設置が難しい地域

EX.住環境や鳥獣への負荷が懸念される地域での電源：筐体人間大から数メートル級

• 風力発電の導入がコストで難しい自治体

EX.人口が減少している自治体や離島などの電源：筐体十数メートル級

想定される用途（渦励振発電装置）
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• 渦励振発電装置の発電可能流速範囲を低流速側に拡大

• 固有振動数を能動的に調整したい

• 固有振動数でなく、軸力を能動的に与えたい

想定される用途（提案機構）

シンプルな機構で上記を達成できます
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• 渦励振の弾性エネルギーを効率的に電力へ変換するトラン

スデューサ（逆磁歪材料や圧電素子などを用いた）の開発

• 渦励振による弾性体の振動を利用するため疲労強度や各種

強度と発電効率などを考慮した設計

• 設計に必要な評価方法（各種強度や環境適合性など）

実用化に向けた課題
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提案する渦励振発電装置の

人間大サイズ（それ以上も可）の実証実験を目的とした

共同研究先の団体を募集しています

実証のため大型風洞や流路が利用できる協業先を探しています

原理的には風力だけでなく水流（河川、海流や流路）でも可能です

企業への期待
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本技術に関する知的財産権

発明の名称：渦励振発電装置及び渦励振発電システム
出願番号：特願2024-037040
出願人：東京都立産業技術研究センター
発明者：金大貴
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お問い合わせ先

地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター
企画部 開発企画室

ＴＥＬ ０３－５５３０ － ２５２８
e-mail kaihatsu＠iri-tokyo.jp
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